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Ⅰ　提　出　予　定　案　件

　１　その他の議案等

（１）条例案

ア　徳島県南海トラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条例の一部を改正する条例（とくしまゼロ作戦課）

（ア）改正の理由

　被災者の早期の生活再建を図るためには、個々の被災者の被災状況、生活環境等に応じた支援が重要

であることに鑑み、市町村その他の関係者と連携した総合的な支援体制を構築し、もって震災に強い社

会の実現に寄与する等の必要がある。

（イ）改正の概要

ａ　県は、市町村その他の関係者と連携して、被災者の早期の生活再建を図るため、個々の被災者の被

　災状況、生活環境等に係る課題に総合的に対応する体制を構築することとする。

ｂ　その他所要の改正を行うこととする。

（ウ）施行期日

  この条例は、公布の日から施行する。
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イ　徳島県自然環境保全条例の一部を改正する条例（グリーン社会推進課）

（ア）改正の理由

　瀬戸内海環境保全特別措置法の一部が改正されたことに鑑み、自然海浜保全地区の指定対象の拡充を

行う必要がある。

（イ）改正の概要

　自然海浜保全地区の指定対象に、水深がおおむね２０メートルを超えない海域を追加するとともに、

再生され又は新たに創出された砂浜等を含めることとする。

（ウ）施行期日

  この条例は、公布の日から施行する。

ウ　徳島県環境影響評価条例の一部を改正する条例（環境管理課）

（ア）改正の理由

　地球温暖化対策の推進に関する法律の一部が改正されたことに鑑み、事業者が市町村の認定を受けた

 地域脱炭素化促進事業計画に従って行う地域脱炭素化促進施設の整備に係る環境影響評価手続の特例を

定める必要がある。

（イ）改正の概要

　地球温暖化対策の推進に関する法律に規定する認定地域脱炭素化促進事業者が認定地域脱炭素化促進

事業計画に従って行う地域脱炭素化促進施設の整備については、計画段階環境配慮書に係る手続を要し

ないこととする。

（ウ）施行期日

  この条例は、公布の日から施行する。
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エ　徳島県生活環境保全条例の一部を改正する条例（環境管理課）

（ア）改正の理由

 　騒音規制法施行令の一部が改正されたことに伴い、空気圧縮機のうち、一定の限度を超える大きさの

 騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する機器を規制対象から除外するとともに、瀬戸内海環境

 保全特別措置法施行令の一部が改正されたことに伴い、所要の整理を行う必要がある。

（イ）改正の概要

 ａ　空気圧縮機のうち、一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する

　機器を規制対象から除外することとする。

ｂ　瀬戸内海環境保全特別措置法施行令の一部改正に伴う所要の整理を行うこととする。

（ウ）施行期日

  この条例は、令和４年１２月１日から施行する。ただし、ｂについては、公布の日から施行する。
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既収入

特定財源 国庫支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

32,900,000

1,007,050,000

47,203,000

14,371,941,000 1,351,882,600 290,832,600 54,000,000

地方創生の深化のための
支援費

663,800,000 651,800,000 325,900,000 293,000,000

危機管理調整費

計

左の財源内訳

未収入特定財源
一般財源

危 機 管 理 政 策 課

防災対策指導費
7,728,337,000 242,658,100

防災センター運営費

（２）令和３年度繰越明許費繰越計算書

　 一　般　会　計

課　　 名 事　 業 　名 金　　額
翌年度
繰越額

1,048,174,500 48,174,500

106,604,000 61,050,000

242,658,100

1,000,000,000

14,303,0001,356,638,000 1,075,553,000 161,250,000 900,000,000

6,537,000,000

54,000,000

とくしまゼロ作戦課

計 2,020,438,000 1,727,353,000

防災対策指導費

7,050,000

487,150,000 1,193,000,000
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既収入

特定財源 国庫支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

（諸収入）

184,537,000 20,000,000 15,000,000 5,000,000

（諸収入）

15,000,000

（諸収入）

15,000,000合　　　　　計 17,571,558,000 3,305,537,600 908,889,600 1,250,000,000 1,131,648,000

安 全 衛 生 課 95,854,000

372,509,000

上水道施設整備管理指導費 427,953,000 95,854,000

計 378,717,000

消費者行政推進費消 費 者 政 策 課 11,000,00011,000,000

事　 業 　名 金　　額
翌年度
繰越額

左の財源内訳

未収入特定財源
一般財源

50,318,000

119,448,000 24,053,000 3,000,000

8,669,000

70,318,000

77,395,000

67,170,000 15,722,000 4,053,000 3,000,000

95,516,000 20,000,000

グリーン社会推進課
自然公園等施設整備事業費

自然公園等維持費

一般環境対策費

自然環境保全等調査費 13,408,000

課　　 名

31,494,000 13,408,000
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（３）令和３年度事故繰越し繰越計算書

    　一般会計

課    名 事  　業 　 名 既 収 入 説　　    明

特定財源 国支出金 地方債

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
グリーン社会 一般環境対策費 （繰入金） 資材の調達が困難に
推 進 課 21,436,000 2,761,000 18,675,000 18,675,000 13,000,000 5,675,000 なったため。

（繰入金）

21,436,000 2,761,000 18,675,000 18,675,000 13,000,000 5,675,000

未　収　入　特　定　財　源
一般財源

そ　の　他

支出負担
行 為 額

左   の   内   訳 左    の    財    源    内    訳
翌年度
繰越額支    出

未 済 額
支    出
済    額

支出負担
行    為
予 定 額

合　　　　　　　　計
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